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小規模小学校の統廃合に直面した地域住民の意識変容過程に関する一考察 
Reflections on the process of intentional change in communities faced  
with the consolidation of its small elementary schools 
 




This paper offers a case study to clarify the process of intentional change and its role in a com-
munity faced with the consolidation of its small elementary schools.  
In the process of deliberating whether to consolidate schools, arguments referring to the 
“trade-off” between educational efficiency and community welfare tend to be given disproportional 
prominence. Therefore, it is important to analyse the process of consensus forming and coopera-
tion in the community. 
This paper focuses on a community called “S”-town in Iwate prefecture of Japan. “S”-town is an 
area with a decreasing pupil population, where opinion has been divided: either for or against on 
the question of school consolidation, for 12 years even before the start of the deliberations.   
First I will describe the process of deliberation, using not only records such as the deliberation 
reports of S-town, but also interview-based research among the community and the PTA, in order 
to reflect the actual circumstances in “S”-town.  
Secondly, focusing on changes in opinion from dissent to assent among the ‘antis’, I will consider 
the conscious difference of content among the community and between the community and the 
PTA. 
The last topic for me to tackle is a consideration of cooperation through the pattern for consensus 
between communities remained unknown to the result in consolidation policy. 





























































































































































































校1, 2, 3を１校、旧小学校4, 5を１校とする要望が 
表1 各地域の属性 
 児童数 学級数 適正規模 複式学級 戸数 統廃合の賛否
旧小学校1 
(小学校区１）

























































































































































































































































































































































































































 この地域住民の強固な姿勢に変化をもたらしたのは、同じ地域の PTA の意識的変化にある。先述
したように、「第13回推進委員会」で地域Ｂ内での新設校案が消滅したことで、PTA は子どもの学
習環境の向上や社会性の向上といった教育効果への期待感を基盤に据え統廃合を捉え始めていた。
つまり、統廃合を子どもの教育条件整備として捉えるようになり、更に「統廃合を考える会」でも
明らかになったように、これらの潜在化していた主張が表面化し PTA の見解が焦点化されていった
のである。反面、学校の地域拠点性や地域住民による子どもへの教育効果といった点には、審議中
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に PTAは大きな関心を寄せておらず、地域住民が思うほど重要視されなかったことが伺える。この
点から、PTA は統合校の学校教育に期待を強く持っていたことが分かる。これは、当初から統廃合
賛成だった地域Ａと見解が合致する。この時、５つの小学校区の方向性が同一のものとなった。つ
まり、反対派の小学校区が歩み寄ったのではなく、それぞれの主体的見解による意思表示の結果、
統廃合賛成でまとまりを見せたのである。このような状況下で、反対を貫いてきた地域住民は、反
対行為自体の目的意識を喪失することになった。そのため、相対的に統廃合賛成が選択肢として残
されたのである。このように、PTA が統廃合による教育環境の整備と統合ｔ小学校での将来的な教
育効果への期待を高めたことが、統廃合推進のための直接的な効果となったのである。 
６ おわりに 
 本稿では、統廃合に直面したＳ町の地域住民の意識変容の過程を中心に、統廃合における合意形
成の在り方を見てきた。Ｓ町は、10年の歳月をかけ検討されてきたことを考慮すると、対象となっ
た旧小学校５校による新設統合を果たしたことは、統廃合政策としては成功裡に終えることができ
たと言えよう。だが、反対派の地域Ｂだけではなく賛成派の地域Ａでも、教育環境整備への期待は
強くとも、統合効果の具体的な要素にまで踏み込んで話し合われておらず、統廃合後のビジョン等
は統合ｔ小学校の教育実践に委ねられ、その意味では抽象的な議論を展開していたことになる。そ
れは、統廃合に賛成か反対かという二項対立に縛られた議論が展開されたことによる要因も考えら
れるが、それ以上に議論の軸自体が多くの時間を費やしたにもかかわらず不鮮明であったことが主
要因であったと言える。即ち、地域Ａは「教育効果」のみならず、地域Ｂの主張する「地域の拠点
性」についてどれ程の理解を示し検討したのか、その逆もまたしかり、ということである。 
地域Ａ,Ｂ共に相互理解が欠如した中での議論は、統廃合に対する多様な意見とその背景要因に対
する理解を妨げた。また、自身の主張を内省しそれぞれの地域内の見解の方向性を見出す機会を失
したことにもなり、双方の意見を提示するだけに終始しすり合わせる機会となっていなかった。そ
れは、双方が統廃合を議論する目的意識が異なったままであったことが考えられる。賛成・反対の
立場の相違が根底にあるとしても、統廃合の可否について議論を焦点化していくことが重要である。
「小学校区４の総意」に見られたように、地域内でも焦点化しきれず、地域Ａ,Ｂとしても審議過程
の中で双方の主張が焦点化されることは無かった。Ｓ町の新設統合は、旧小学校５校が廃校となり、
新設校と地域との協働性や地域間の関係性が大きく変化することは必至である。よって、当初小学
校区4,5が主張していたように、これらに対する懸念が出されることは当然である。だが、懸念事項
が具体的に検証されず、｢統合委員会｣発足当初から、意見対立が存在したままであったため、議論
を焦点化しきれぬまま検討されていった。当事者全員が納得する合意には達しないまでも、Ｓ町に
ある種々の課題について検証するための基盤整備が必要であったのではないだろうか。 
小学校区4,5の意識変容過程を確認したように、統廃合賛成・反対の立場からより踏み込んだ検討
を行ったのは、「基本設計」が出され時間的な制約、統廃合に参加するかどうかといった二極化され
た選択を迫られてからのことだった。小学校区５では、議論を焦点化できないまま、PTA の意見に
押し切られ、PTA自身もふり返っているように曖昧な中で統廃合賛成を表明した。小学校区４では、
「統廃合を考える会」の議論によって、PTA が直接地域住民に批判をぶつけたことで、反対意見は
相対的に縮小し賛成の意思表示に辿り着いた。そのため、統廃合後の新設校に対する期待や地域の
在り方、或いは統廃合をしなかった場合の教育環境整備や地域としての方向性といった具体的な見
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解をすり合わせるまでに至らなかったのである。更に、Ｓ町の今回の統廃合に対する検討が、子ど
もの教育環境整備に貢献する契機となり得るのか、また統廃合の如何にかかわらず地域全体として
子どもを第一に考えその支援策を講じるための一端となりえるのかといった、子どもに寄り添い子
どもの支援者としての当事者意識を持つ視点を結びつけることが、統廃合検討の営みの中で十分で
はなかった。つまり、統廃合政策上は成功であったとしても、相互理解の脆弱さやそれによって地
域全体としての方向性を見出せなかったことで、円滑に協働関係を構築しきれなかったのである。
結果的に、統廃合反対地域は賛成に回ることで合意に達したが、過程を見ると検討素材が十分では
なく、統廃合後の学校や地域を見据えた議論が十分になされなかったと考える。よって、合意形成
を育むための基盤の構築が一層求められると言える。 
今後、Ｓ町の追跡調査や統合後のｔ小学校の実践において、統廃合が学校教育に実際に与えた影
響についての解明、統廃合によって生じた地域コミュニティの具体的変化の解明等が課題となる。 
 
注 
(１) 統廃合には、①吸収型、②新設型、③分割残有型、④混合型、等がある。詳しくは、若林(1973)を参照されたい。 
(２) 葉養(1994)において、学校統廃合政策の決定過程が図式で示されている。 
(３) 原告(地域住民の集団又は個人)の訴訟理由は、①手続き(行政処分)の違法性、②統廃合で生じる回復困難な損害、
③合理的理由の欠如、④統廃合による教育効果への影響、等が主なものとなっている。過去の統廃合訴訟では、①の理
由の中で次の主張が行われている。「十分な説明や話し合いの機会も与えず…手続きに違法性がある」（徳島県井川町：
執行停止請求事件）、「情報公開、合意形成面での住民参加がなされず違法」（滋賀県多賀町：小学校統廃合処分取消等
請求事件）、「利害関係者（保護者・教職員）を排除し統廃合計画を進め、利害関係者の要請を審議することも要請を提
出する機会もなく手続きは違法」（東京都千代田区：小学校廃止処分取消等請求事件）。これらに見られるように、地域
住民との合意形成及びそのための場の構築の有無は、統廃合検討に際して協働性の在り方に大きな影響を与えている。
また、円滑な統廃合審議を行うための重要な一要素となっている。詳しくは、西村(2007)において訴訟事由・原告主張・
判決を一覧に示してあるので参照されたい。 
(４) 屋敷(2003)は、複数ある学校統合と教育環境整備の構造の1つとして、教育効果を高めようとする「教育の論理」
と、地域の絆である学校を無くすことが地域の衰退に繋がるために避けるべきとする「地域の論理」があり、これらを
どのように調整するかが統合問題の最大の課題であると指摘している。 
(５) 本稿では、Ｓ町の統廃合関係資料（検討会、推進委員会、議会答弁の検討記録及び補助資料等）を中心に活用する
が、これらの具体的な経過とその意識を確認するためインタビュー調査も行った。対象者（地域住民９名、ＰＴＡ５名）
に対し、それぞれ半構造化面接法によるグループインタビューで調査を実施した。尚、地域住民は２グループに分けて
インタビューを行った。対象者は、全員統廃合前の旧小学校区在住者であり、地域住民９名中７名、ＰＴＡ５名全員が
Ｓ町で行われた検討会等に参加した経験を持つ。調査実施時期は、2007年10月、2008年３月である。分析手法は、談話
分析を用いた。インタビュー内容は、再現性を保障するため全て録音し、また、録音データは全て逐語記録としてまと
めた。いずれの対象者に対しても、発言内容を本稿で扱う旨を説明し、同意を得ている。 
(６) Ｓ町の中で、今回調査対象とした地域のみの人口数・面積である。 
(７) 『岩手県人口移動報告年報』を参照。http://www3.pref.iwate.jp/webdb/view/outside/s14Tokei/top.html 
(８) 「Ｓ町基本構想施策大綱」後の1979年７月に発表された、「Ｓ町総合開発計画」の学校教育施策基本計画に基づい
て設置されており、それを引き継ぎ「学校総合研究会」と明記している。方針内容は、「複式化で学力低下が憂慮され
るため小学校の統合或いは学区の再編を配意していく」とされている。 
(９) 以後、「統合校舎建設審議会」以外の全ての話し合いにおいて、同様の形式が採られている。よって、審議会答申
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等の答申書も出されていない。 
(10) マスメディアの動向は、㈱岩手日報社の1998年３月12,16,17,22日、４月９日で取り上げられた。 
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